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分野①：子ども及び若者の支援に係る活動 

・学校法人インターナショナルスクール・オブ・アジア軽井沢 

・特定非営利活動法人東京シューレ／東京シューレ葛飾中学校 

・認定特定非営利活動法人文化学習協同ネットワーク 

・農業生産法人 株式会社 耕せにっぽん 

・特定非営利活動法人子育てひろば全国連絡協議会 

・【ケーススタディ資料】経沢専門委員（株式会社キッズライン） 

資料３－１ 





質問事項１ 貴団体の活動（研究・資金提供・中間支援）を通じ、何が優先的に解 
決すべき社会課題と考えますか。 
 

グローバル化の波が押し寄せる世界において、日本でも次世代を担う若者には、より広い世界的

な視座と、異なる価値観をもつ人たちと協働できる能力が必要になっています。世界的なコンサル

ティングファームである PwC が９００社、４３００人の人事及び戦略担当者を調査した「Talent 

mobility 2020 and beyond」によれば、世界の労働市場において、過去１０年間に比べて国境を

跨いで仕事に従事する従業員は約２５％増加、また今後２０２０年までにさらに５０％の増加が予

想されているそうです。日本においても、少子高齢化と人口減により国内市場は、日本人のみを

対象とした場合には縮小の一途をたどることが予想されており、ますます国内外において多様な

人種や価値観の人と共に生活したり仕事をしたりする能力が必要になってくると考えられます。し

かしながら、こうした能力を養うための真の国際教育については、後述のとおりコストが高くなるた

め、従来は大変な富裕層の子女のみがチャンスを与えられ、経済格差が教育格差ひいては雇用

機会の格差に直結する状況を生んでいました。 

 

 質問事項２ そのうち、行政（国・地方公共団体）が対応することが困難な課題と 
は何だと考えますか。 
 

日本においては、高等教育ではグローバル３０、中等教育においてはトビタテ留学、スーパーグロ

ーバルハイスクール、また初等教育からの英語教育など、複数の取り組みが始まっています。し

かしながら、現状、日本の若者の英語力や国際的な舞台での活躍を見ると、まだまだグローバル

教育は強化・推進の余地があると思われます。こうした現状を抜本的に改善するため、英語イマ

ージョンで、かつ、自ら考え表現することを重視する国際バカロレア（IB）カリキュラムの推進を、文

科省は２０１３年より行なっており、２０１８年までに２００校での実施を目指していました。しかし主

に教員を採用する際のコスト面などがネックとなり、現時点では１５校での導入にとどまっています

（インターナショナルスクールを含めても３７校）。例えば、IBから開校直後にいち早く認定をいただ

き、世界的なリーディング IBスクールの集まりであるUnited World Collegeの日本唯一の加盟校

である私共の学校では、一人の教育におよそ年間５００万円のコストがかかっています（世界中か

ら質の高い教職員を採用し、かつ、少人数でディスカッションベースの授業を重視しており、かつ

多様性に触れられる全寮制での教育を実施しているため）。授業料に寮費と施設管理費を加える

と年間４１１万円をいただいていますが、１００万円近くを学校が補填しており、加えて７割の生徒

はこの授業料を全額支払える家庭環境からきていないため、部分または全額奨学金を給付して

います。私学助成金によって生徒一人当たりおよそ３０万円を補助いただいており、高校無償化

によって、家庭の経済状況によっては年間３０万円弱がさらに授業料補助として助成されています

が、これでは到底足りないというのが実情です。当校の取り組みをもっと増やして欲しい、というご

要望をたくさんの個人の方や自治体の方からもご相談いただきますが、独自でのファンドレイジン

インターナショナルスク

ール・オブ・アジア軽井沢 
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グ活動では一校が限界というのが正直なところです（今後、奨学金比率や授業料を若干変化させ

なければサステイナブルではないと考えています）。 

 
 質問事項３ 休眠預金等活用法の理念を踏まえた場合、どのような手法で解決すべ 
きと考えられますか。 
 

上述のような教育コストが、そのまま学費に転嫁されることによって、そうした教育が富裕層のた

めのものになってはいけないと私たちは考えています。休眠預金等の活用によって、全てのこども

に、家庭環境や出自によらず、国際バカロレアのような真の国際教育を受けるチャンスを与えられ

るように、奨学金制度を創設できないでしょうか。国際バカロレア実施校のうち、文科省のいわゆ

る教育法第一条校は１５校しか現在はありませんが、これらに合格した生徒のうち、一定の所得

水準以下の家庭環境から進学を希望する生徒には、私学助成金＋高校無償化手当てと授業料

の差額を、返済不要の奨学金として付与できる仕組みを作れないでしょうか。国際バカロレアディ

プロマプログラムは、３０年以上前から文科省が高校卒業資格として認めているカリキュラムで、

その質の高さと、論理的思考能力、表現力、社会貢献意欲、などをバランスよく培う教育は世界中

で評価をされており、現在世界中で 4500 校以上が導入しています。 

 
 質問事項４ 団体から見た活動の成果・社会的インパクトをどのように考えていま 
すか。  
 
繰り返しになりますが、日本の次世代を担う若者が、国内にいながらにして真の国際教育を受け

られるようにすることで、日本の中長期的な国際的競争力を維持する、あるいは改善することは

喫緊の課題であると考えます。それでなくても、かつて世界の中で１０％以上を占めていた日本の

GDP 比率は、２０２０年には３％台になっていくと言われています。国内の労働人口も、ピーク時

の約７０００万人から、今後は５０００万人、あるいは４０００万人をさえ割り込んでいくのではない

かと予想されています。日本では、徹底した平等主義の中で、全国民の平均点をあげる教育にお

いては一定の成果を出してきました。しかしながら、現在の急速な世界の変化を鑑みると、全国民

に満遍なく、とはいかないまでも、より多様性を理解し国際的な競争力を培い、世界を舞台に活躍

できる資質を身につけるための教育へのアクセスを、生徒の家庭環境や経済状況によらず提供し

ていかなくては、国家としての未来像を描けない局面に入っているのではないでしょうか。 
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2017 年 7 月 12 日 休眠預金等活用審議会ヒアリング 資料 

 

特定非営利活動法人東京シューレ 理事長奥地圭子 

東京シューレ葛飾中学校 校長 

○ 一定数の子どもが、国内どの地域においても、不登校となっており、教育機会の確保（学習権保

障）が十分でない現状であること 

 

 

○ 不登校の子どもの多くが、傷つき、苦しみ、自己肯定感・自尊心を持てずにいる現状があること 

○ 子どもの自殺は、長期休暇明けに多く子どもの命が失われている現状があるが、これは、どんな

に学校が苦しくても学校へ行くしかない状況と関係していること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 不登校や学校以外の学習の場として、長年、フリースクール等が期待されて実績も上がっている

が、数が少なく、家庭で自力で探すことがほとんどで、必要とする親子が選択しにくい現状であ

ること 

○ ＮＰＯによるフリースクール等が多いが、運営において公費支援が制度上無く、民間の自己努力

だけでは限界があり、十分な教育環境がつくりにくいこと 

 

質問事項１ 貴団体の活動（研究・資金提供・中間支援）を通じ、何が優先的に解決すべき社会課題と

考えますか。 

文科省フリースクール等調査（H27.3）

○全国：319 団体施設（40 都道府県から回答） 

○約 7000 人が通所、うち小中学生は 4200 人 

○通所人数 平均 13.6 人 

○入会金 平均 5.3 万円、会費平均 3.3 万円/月 

○平均開室 週 4.6 日 

○ＮＰＯ法人運営が 46％ 

○フリースクール等を紹介している教育委員会 

調査回答 288 自治体中、21 自治体 

18 歳までの日別自殺者数（内閣府まとめ） 
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2017 年 7 月 12 日 休眠預金等活用審議会ヒアリング 資料 

 

質問事項２ そのうち、行政（国・地方公共団体）が対応することが困難な課題とは何だと考えますか。

○ 2016 年 12 月「教育機会確保法」が成立し、「学校以外の場における学習活動等を行う不登校児童

生徒に対する支援」が盛り込まれたが、フリースクール等への財政支援の道は実現しなかったこ

と（努力規定にはなっている） 

○ フリースクール等の民間教育機関施設に対する公費助成は、多くの市民・議員・メディアから支

持されてきたが、国会での議論は、憲法 89 条の制限により「実現は極めて困難である」と、停滞

していること 

○ フリースクール等の学校以外の学習の場の運営は、ＮＰＯ等の民間にノウハウの蓄積があり、行

政にはほとんどないこと 

 

質問事項３ 休眠預金等活用法の理念を踏まえた場合、どのような手法で解決すべきと考えられますか。

○ フリースクール等への公費による補助助成が困難であるため、それに代わる運営費の補助助成を

実施する 

○ フリースクール等を増やすため、中間支援組織づくりや運営に資金提供し、スタッフの人材養成、

フリースクール等立ち上げ支援等を実施する 

○ フリースクール等の質の保証および公益性を担保するため、相互評価（アクレディテーション）

機関の設立及び運営を支援し、その評価に基づく適正な資金提供を実施する 

○ 文科省フリースクール等検討会議最終報告において、フリースクール等の関係者による中間支援

組織の形成、相互評価による質の向上の方向が示され、平成 29 年度文科省調査研究委託「民間団

体の自主的な取組の促進に関する調査研究」（東京学芸大学）において、中間支援組織と相互評価

のあり方に関する研究が行われている。国の方向性と研究成果等にもとづく指標や基準を用いて、

資金分配団体において、フリースクール等の分野に特化したプログラムをつくり、資金分配する 

 

質問事項４ 団体から見た活動の成果・社会的インパクトをどのように考えていますか。 

○ 地域に学校以外の学習の場が増え、親子が、心理的・経済的に選択しやすくなり、フリースクー

ル等で学ぶ子どもが増える 

○ 不登校に苦しむ子どもが減り、学校以外でも自信・自己肯定感を培いながら成長・自立していく

子どもが増える 

○ いじめなどがあっても学校は休めない、行くしかない、自分に合わなくても学校で学ぶ道しかな

いという価値観が変わり、学校との関係で自殺する子どもが減る 

○ 「教育機会確保法」にもとづく公民連携の施策が促進される 

○ 学校以外の多様な学習の機会を確保することは、教育全体の多様性も拡大し、多様な人材が育つ

社会づくりに貢献する 

以上 
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ヒアリング資料  

ひきこもり・ニートの若者を社会参加・就労支援につなげる「若者支援ファンド」（仮）の創設を 
 

認定 NPO 法人文化学習協同ネットワーク 佐藤洋作 

 

質問事項１ 貴団体の活動（研究・資金提供・中間支援）を通じ、何が優先的に解決すべき社

会課題と考えますか。 
 

◉私たちの団体（認定 NPO 法人）は４０年以上にわたって子ども・若者の学習支援や自立支援に

携わってきた。近年では地域若者サポートステーション事業（サポステ）や困窮者自立支援事

業における若者政策の委託実施団体として活動してきた。その取り組みを通して、とりわけ海外

の制度との比較において痛感してきた課題を提案させていただく。 
 
◉2016年の若年無業者（≒ニート）総数は15～39歳で77万人に上り、とりわけ35‐39歳の「高

齢ニート」は漸次増加傾向を示し、若年無業の若者が高齢化していることを示している。本格

的若者政策が開始されて１０数年が経過し、この間さまざまな支援サービスが生み出されてき

たが、しかしながら若者がそのサービスに十分にはアクセスできていないことの結果でもある。ま

たサポステ全国 160 ヶ所の 2016 年実績における登録者数 22,885 人は公的雇用サービス

の捕捉率が77万人のわずか３％にすぎないことは現行の施策の限界を示すものである。さらに

は、就職者数 14,157 人の 70.8%は非正規就労であり、たとえ就労したとしてもすぐに失業状態

に舞い戻ってしまう可能性が高いことも解決しなくてはならない。「若者支援サービスの低捕捉

率をどのようにして高めるか？」、あるいは「安定した就労やキャリアアップにはつながらない状

況をどう克服するか？」などが若者支援の現場が抱える構造的な課題であるが、なによりも若

者が支援サービスにアクセスする可能性を高めることが若者支援促進のための前提となる。 

 

質問事項２ そのうち、行政（国・地方公共団体）が対応することが困難な課題とは何だと考えま

すか。 
 

◉若者の支援サービスへのアクセスを阻んでいるのはそのアクセスを支える経済的支援の欠如

である。交通費も雇用サービスを受ける間の生活も親がかりのままである。若者への所得保障

は単に給付だけでなく、職業紹介、カウンセリング、職業訓練など、若者のニーズに応じて必要

な雇用サービスを提供する機会になる。所得保障と連携した雇用サービスが必要であるが、我

が国には雇用保険への拠出をしていない若者には失業保険の給付はなく、もちろん稼働可能

な若者には社会扶助（生活保護）の給付もない。ひきこもりがちな若者が活性化していくインテ

ンシブがない。行政の所得保障制度が現行のままである限りは、ひきこもり・ニートの若者に対

するなんらかの経済的支援が必要である。 
 
◉失業給付を受け取る対価としてさまざまな社会参加や就業能力向上のための活動をワン・スト

ップ・サービスで提供するアクテベーションは各国で積極的に取り組まれ成果を上げている。 

参照：樋口明彦「若者政策における所得保障と雇用サービスの国際比較」（宮本みち子編『す
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べての若者が生きられる未来を』岩波書店、２０１５年所収） 
 
◉2011 年から「求職者支援制度」が導入され、雇用保険を受給できない求職者に対して①職

業訓練の機会、②訓練期間中の給付金（職業訓練受講給付金）、③就労支援サービスが提

供されることになった。雇用保険を拠出していなくても給付される「職業訓練受講給付金」であ

るが、受給には厳しい壁があり受給する割合は低い。まず職業訓練の受講者に絞った給付で

あり、同時に非常に選別的であることが低捕捉率の理由である。この求職者訓練制度は雇用

保険制度から 1/2 財源が当てられており、その結果、職業訓練により４か月以内に就労につな

がる成果が見込める若者に限定した事業という絞り込みがあり、ただちに就職にはつながらない、

ひきこもり・ニートの若者が活用できる制度ではない。当然講座受講のインテンシイブは低くなる。

このようなサービスの供給体制はさまざまな障壁を抱え、最も重いニーズを持った若者こそ、最

もサービスを利用することが難しいという逆説を招き、サービスを一番必要としているひきこもり・

ニートの若者に届かない矛盾がある。居場所を通した多様なボランティアなどの社会参加体験

や移行的労働市場への「就労」や就労準備訓練などを通した就労活動への活性化など、ひき

こもり・ニートの若者を育てる弾力的で柔軟なカリキュラムを構成する必要がある。そのためには、

雇用保険制度から分離独立した制度が必要であり、若者のニーズに応じた弾力的で包括的な

社会参加支援・職業訓練制度を支える別財源が必要となる。 

 

質問事項３ 休眠預金等活用法の理念を踏まえた場合、どのような手法で解決すべきと考えら

れますか。 
 

◉ひきこもりやニートの若者の社会参加や雇用サービスへのアクセスを支援する経済給付の原資

となる「若者支援ファンド」（仮）を創設する。 
 
◉若者への経済支援は若者支援団体や職業訓練などの実施団体を通して給付する。 
 
【ファンドからの給付対象】 

①雇用サービスにアクセスするための交通費などの活動経費への給付金 

②職業訓練受講期間の職業訓練受講給付金（貸与型も含む）、など 

 

質問事項４ 団体から見た活動の成果・社会的インパクトをどのように考えていますか。 
 

◉「若者支援ファンド」（仮）の創設は 

①ひきこもったり立ちすくんだりしている若者が社会参加や求職活動などの社会サービスを活

用するための基盤になる。 
 
②それを原資としたエビデンスを生み出し、さらに個人・団体・企業からの寄付などによって増

資が可能になりファンド運営を維持していくことができる。 
 
③雇用サービスへの捕捉率を高める所得保障を当面代替するものであり、将来の制度化への 

環境を整備するものになるであろう。 
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株式会社 耕せにっぽん 
 
質問事項 1 
不登校や引きこもりの場合  競争社会に対し不安を感じている。学校でも、競争社会

に出ても競争、そこに疲れている若者が多いのが現状です。引きこもりは中学生が多

く見られます。 
教育現場も、5 教科の点数を競わせ比較し合う仕組みより、その他の個性や道徳心

を評価する仕組みが大切だと考えます。 
また社会性とは、競争に勝つ事でなく「人を喜ばせる事」であり、学校は「人を喜ばせ

る技能」を身につける場所である という定義を子供達に教師が伝えればいけないと

考えます。 
そして引きこもりの課題としては、家から出れず、家で親と不仲になる唯一相談できる

相手と話す事が出来ないので悪循環となる。 したがって家から連れ出しまたその引

きこもってた人を半年でも 衣食住を与える親と別に暮らせる場所が必要であると考え

ます。 
 
質問事項 2 
引きこもりの方のご自宅に直接訪問し、親と連れ出す打ち合わせをして、そのまま別

の場所で生活をさせる事は行政には難しいとおもいますが、我々のような引きこもり

の生活のままで連れ出し生活を引き受ける場所があれば、親も本気になって子供を

外に連れ出そうとします 。 
キチンと実績を踏まえ、話すと、親も納得して「出て行け」と我が子に強く言って下さい

ます。 
優しく普通に相談、普通に訪問からの引きこもり面談では外に連れ出すのは難しいと

おもいます。 
 
質問事項 3 
引きこもりは 5 教科の勉強やデスクワークさせることよりも実際の職場で仕事を経験

させる事によって自信をつけてくれます。 
ですから、個々のできる範囲の仕事をさせるところから社会復帰を目指して行きま

す。 
農業を中心に加工の仕事や接客の練習をすることで、社会と噛み合ってる実感を持

ち、自信につなげてくれます。そう言った実習の職場を増やす事が大切だと考えてい

ます。 
しかし、その仕事の実習をさせる背景には、研修費を高く出来ない事情もあります。 
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引きこもりは母子家庭も多く 、そう言った家庭の事情で心のバランスを崩す事があり

ます。 
母子家庭も弊社の研修費を払う事になりますが 、衣食住が付いて月 7 万はできるだ

け負担を少なくと考えてこの金額になっています。 
実際は、一人月 15 万～20 万のサポート経費が必要です。その部分を半年でも良い

ので補助していただけると とても助かります。 
もしくは、引きこもりの人たちに近くの農家を手伝ってもらっていますが、研修費を低く

おさえている分を、農業をお手伝いする事で農家さんからお礼のお野菜などいただい

て、食費を軽減させています。これを行政からの補助でいただけるととても助かりま

す。 
 
質問事項 4 
先ずは、親が本気になれば子供を外に出す事が出来る事を実例を見せる事が大切

です。 
そして、家を出て来た引きこもり達が「来て良かった」と心から言ってる所を親が見た

り、来た引きこもりの人達が家で何を考えてたかを聞く事が親を勇気付けます。 
やはり、1 人ではないんだ、と言う事を知る事で頑張れるのです。だから情報は公開

した方が良いと考えます。 
また 、引きこもりを過疎化の進む田舎で就労させる事により地域の活性化にもつな

がります。事実弊社の卒業生が田舎で農業をしております。 
引きこもりが、農業担い手問題、田舎の過疎化の問題を解決する事で、問題が問題

を解決するのではと考えます。 
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なぜ 社会的に子ども・家庭支援が必要か？ 
 

NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 

奥山千鶴子 

１．NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会 

 主に就学前の乳幼児家庭を対象に、交流できる場を常設で開設し、地域のボランティア等も活用しなが

ら交流、講座の開催、相談、情報提供などを行っている地域子育て支援拠点等、親子の交流の場を運営し

ている団体の中間支援団体。 

◆会員：約 1200 団体・個人 

◆主な事業：①広報・情報提供 ②調査・研究・出版 ③研修 ④養成講座プログラムの開発と実施 

      ⑤ひろば運営のための会員支援 ⑥啓発活動 

＊これまで、事業のガイドライン作成等を有識者と共に作成、調査研究を踏まえて厚生労働省等へ事業提

案等を行ってきた。またこれらの事業の質的向上を図るため、ネットワークづくりと研修事業を民間資

金、助成金等を活用しながら開発してきた。 

 

２．優先的に解決すべき社会課題 

①産前から幼児期の子どもの育ちを社会的に支える必要性 

 ◆ヘックマン氏 「幼児教育の経済学」 

 ・就学前の子どもの育ちがその後の人生に大きな影響を与える 

・乳幼児期に重要なのは、自己抑制能力、社会関係能力、意欲といった「非認知能力」 

 ⇒ 乳幼児期は親の影響力が大きい、どのような家庭に生まれた子どもにとっても、「非認知能力」が

高められる環境が必要。 

  

②核家族、ひとり親の家庭を社会が支える必要性 

 ◆明和政子氏（京都大学大学院教育学研究科 教授）  

NHK スペシャル「ママたちが緊急事態!?最新科学で迫るニッポンの子育て 1･2」 

人類が進化の過程で獲得してきた子育ての形態、「共同養育」＝所属する集団の仲間と協力して子育て

するという独自の子育てスタイル。現代に生きる母親たちは、今なお本能的に「仲間と共同養育したい」

という欲求を感じながらも、核家族化が進む現代環境でそれがかなわない。 

 ⇒ 幼少期から出産に至るまでの間に、赤ちゃんという存在に関わる経験がない、育児不安、社会の子

育て家庭に対する厳しいまなざし、子どもを預けることが出来ない、児童虐待相談対応件数の上昇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市のニーズ調査結果（平成 26 年） 

子どもが生まれる前の、赤ちゃんの世話の 

経験の有無 

ある
25.1%

ない
74.1%

無回答
0.9%

赤ちゃんの世話の経験

Ｎ＝３１，３７４

9



 

 

もう一つの保育問題 

・理由を問わない預かり保育の場が少ない 

 

 保育所がいっぱいで、一時預かり保育 

 の場が確保されない。 

 

 上の子どもを安心して預けることが 

 できなければ第 2 子出産がかなわない 

 

 

３．行政が対応することが困難な課題 

①多様な子育て家庭における、親自身も整理できない困りごとを受け止めてもらえる身近な相談窓口 

（特に家庭に寄り添い、指導されない場） 

②子育て家庭の課題（障害、貧困、外国籍、ダブルケア等）を包括的にサポートする体制 

③保育所や幼稚園入園前における、子どもの乳幼児期に重要な、自己抑制能力、社会関係能力、意欲とい

った「非認知能力」を高める場、環境づくり 

④フォーマルな情報提供だけでなく、インフォーマルな支援情報も含めた個別支援 

⑤地域の子育て力、ソーシャルワークを面的に継続的に支援していく体制 

⑥個別家庭に応じた（就労に限らず）多様な子どもの預かりの場の拡大 

 

４．休眠預金等活用の理念を踏まえた、解決手法 

①少子化で、地域子育て支援拠点事業の基準（週 3 日以上、一日 5 時間以上の開催）を満たさない拠点

への独自支援（拠点の設置、アウトリーチ型支援）、高齢者の支援拠点（包括支援センター等）への併設 

②子育て家庭を包括的に支援し、地域支援を併せて行えるコーディネーターの養成 

③多様な一時預かりの場の運営支援 

 ⇒ 現在、保育所を活用するタイプが９５％。 

それ以外は、施設整備費、家賃補助がないため自治体の取り組みが進まない。 

 ⇒ 親の就労に限らず、子どもの乳幼児期に重要な、自己抑制能力、社会関係能力、意欲といった 

「非認知能力」を高めるためには子ども同士が遊びを通して関わり合う場、環境が必要 

 ⇒ 親にとっても、自分の時間の確保、レスパイト・ケアが重要 

 

５．活動の成果・社会的インパクト 

①子育て家庭への寄り添いの場の増加 （小学校区など身近な範囲に交流の場を設置） 

②児童虐待の予防 

③人口減少地域においても、支援の場が充実 

④子育て家庭への伴走者、支援サービスの拡充 

⑤地域の支援が必要な方々へのまなざしの改善、ソーシャルキャピタルの醸成 

⑥多様な一時預かりの場の増加 

 ⇒ 親の就労の有無にかかわらず、すべての子どもの「非認知能力」を高める環境が整い、親自身のエ

ンパワメントもはかられる 
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休眠預金等活用審議会の社会課題解決に取り組むケーススタディについて 

【株式会社キッズライン】 

①団体のミッションは何か。

キッズラインは「子供を産み育てやすい社会を実現する」ことをミッション

とし、日本でも安く、便利に、安全に使えるベビーシッターサービスを普及さ

せるため、スマホで一時間 1000 円から 24 時間呼べるキッズラインの運営を行

っている。

（特徴）

・ 値段が安い（中間マージンコストを徹底的に圧縮）スマホで 24 時間簡単に

直前でも予約できる。

・ ユーザーはオンラインで、数分で登録可能。決済もクレジット。

・ 面接し研修を終えたシッターさんが 1000 人登録 ユーザーは利用者の口コ

ミや豊富な写真、資格保有状況など詳細のプロフィールから選ぶことができ、

オンラインで予約ができる

・ 万が一の保険にも加入済み。7 万件以上の実績 

②解決しようとしている具体的な社会的課題は何か。

（１）少子化問題 

 少子化問題の背景には、子育てと仕事の両立が難しく、母親一人に育児の負

担がかかっていることがある。また、親との同居率の低下から育児を手伝って

くれる人がおらず、家庭に育児のノウハウが継承されない。
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（２）女性活躍推進 

 組織における女性管理職不足、仕事と育児の両立の困難、また病児保育など

のキャリアに関わる問題をベビーシッターという個々の育児ニーズに合わせた

手法で解決する。 
 
（３）一億総活躍社会の実現 

 全国に７０万人いるとされる潜在保育士が活躍している、専業主婦が働きや

すい社会、中高齢者も働きやすい社会を実現する。（時給やスケジュールが自分

で決められるので働く満足度 100％を更新中） 
 
③どのような成果目標（アウトカム）を掲げているか。 

 キッズラインの成果目標は「日本に新しい育児インフラを作ること」。誰もが

気軽に安心して子供を預けることができ、誰もが育児に参加できる社会を目指

している。出生率低下し、女性活躍推進が思うように進まないのは、育児支援

インフラが不十分であるからと考え、キッズラインはクロネコヤマトが、個人

から個人への翌日配達を実現し、新しいサービスをつぎつぎと生み出したよう

に、全国津々浦々に育児サービスを届け、時代の変化に合わせて、進化させて

いく。 
 
④成果目標を達成に向けて、どのような事業活動を行い、どのようなロジック

で解決に導こうとしているのか。    

（１）圧倒的な低価格 通常のベビーシッターサービスは、派遣スタイルで、

入会費や年間費がかかっていたが、キッズラインではスマホで24時間いつでも、

どこからでもアクセスでき、入会金、年間費不要で、1 時間 1000 円から気軽に

安く使えるようにした。 
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（２）ベビーシッターの口コミを全て可視化 可視化することで安全性に配慮 

 

（３）無料クーポンの大量配布 これは採算度外視でシッターに対して不安視

している層に無料体験でその便利さや良さを他院していただく活動をしている。 

 
（「病児保育問題」を解決すべく病児シッターを無料で試していただく試み、「み

んなの病児をあんしん解決」を実施）   
 
（４）地方自治体への助成金の提案活動 現在、都内 3 区（品川区、千代田区、

渋谷区）、調布市、福岡市に助成制度が導入されている。 
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（５）企業への啓蒙活動 具体的には、各社福利厚生サービスの割引制度が利

用できる他に、女性が育児で休んだ際に半額補助券を出す、待機児童になった

際に保育士シッターを雇って自宅での保育を推奨する、病児対応の補助券を出

すなどがある。 

 
 
⑤事業活動によって、実際、どのような成果が得られたのか。 

 2017 年 6 月現在サービス開始 2 年半であるが数多くの世帯にご利用いただい

ている。 
・ベビーシッターを使ったことがなくて困っていた世帯が助かった。 
・１人で子育てしているシングルマザー、シングルファザーが助かった。 
・孤独な育児を強いられていた人が専門家によって助かった。 
・子供が待機児童になった人が復職できた。 
・ 病児でもシッター利用で出勤でき、キャリアの継続ができた。 
・ モンテッソーリや家庭教師なども利用でき、送迎不要でありながら、子供の

教育にプラスになった。 
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